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＜住民＞アンケート結果
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（2）市全体の地球温暖化対策に関する方針

（1）地球温暖化対策への取組状況
設問 回答

省エネや省資源に
関する取組の
実施状況

・日常の中でできる身近な取組は既に実施されていた。
・居住区域の周辺環境や住宅様式の理由から、取組自体が難しいといった回答
もあった（車社会、集合住宅による改修不可）。

省エネ・再エネ
設備の導入状況

・省エネ設備の導入は進んでいる一方で、再エネ設備の導入は進んでいない。
・太陽光発電設備を導入しているまたは導入を検討している回答者は全体の
約3割であり、導入理由の多くが「光熱費を節約するため」であった。

取組への条件
・「福島県や南相馬市等からの導入支援(設備導入等に対する補助金等)」が
必要だという意見が最も多かった。なお、県や市による太陽光発電設備等
補助制度について、回答者の4割以上が存在を認知していなかった。

設問 回答

重視すべき方向性 ・「廃棄物の排出削減、食品ロス削減、リサイクルへの取組」を重視すべきとの
意見が最も多かった。

期待すること ・「再エネにより発電された電気の地域住民への電力供給」や「災害時の非常用
電源としての利用」を期待する意見が多かった。

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
アンケート結果の整理（簡易に）
整理のポイント
・市の課題は何か
・市民の満足、不満は何か
➡アンケートの結果で課題と資源を整理し、施策に繋げるイメージ

【南相馬市特有のアンケート結果】
・南相馬市がゼロカーボンシティ宣言をしたことについて、ほとんど認知されていない
・県や市による太陽光発電に係る補助金制度について、ほとんど認知されていない
・市民からは、地球温暖化対策の重視する方向性として、「廃棄物の排出削減、食品ロス削減、リサイクルへの取組」の意見が最も多かった
・市民も事業者も、「エネルギーコストの削減」や「温暖化対策への貢献」、「停電時の非常用電源の確保」といった面を再生可能エネルギーに期待しているようだが、
　費用面や手続き面の難しさから手が出ていないのが現状である。
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＜住民＞アンケート結果
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（3）自由意見

項目 回答

情報提供

・ゼロカーボンシティという言葉を知らない市民が多く、「市民への地球温暖
化対策に関する情報の周知」を実施してほしいとの要望が多かった。

・周知内容として、「温暖化政策達成目標の数値化」や「政策実施進捗の公
表」、「小中学校児童生徒への環境学習」を求める意見が多かった。

・その他の要望として「設備導入や建物改修等に対する助成金の交付」や
「再生可能エネルギーの利活用のメリットの周知」が多かった。

合意形成
・住民に対して無理のない対策を取ること、無計画な設備投資だけはやめて
欲しい、といった意見が見られた。

・具体的なものとして、ゼロカーボン対策で進める上で豊かな生活が維持
できるか検証してから取組を実践することを求める意見があった。

懸念
・再生可能エネルギーの導入に関して、費用面や環境面においての懸念を
抱えている意見が寄せられた。
特に、「太陽光発電設備の導入やパネル廃棄が環境面に与える影響」を
懸念する意見が多く見られた。

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
アンケート結果の整理（簡易に）
整理のポイント
・市の課題は何か
・市民の満足、不満は何か
➡アンケートの結果で課題と資源を整理し、施策に繋げるイメージ

【南相馬市特有のアンケート結果】
・南相馬市がゼロカーボンシティ宣言をしたことについて、ほとんど認知されていない
・県や市による太陽光発電に係る補助金制度について、ほとんど認知されていない
・市民からは、地球温暖化対策の重視する方向性として、「廃棄物の排出削減、食品ロス削減、リサイクルへの取組」の意見が最も多かった
・市民も事業者も、「エネルギーコストの削減」や「温暖化対策への貢献」、「停電時の非常用電源の確保」といった面を再生可能エネルギーに期待しているようだが、
　費用面や手続き面の難しさから手が出ていないのが現状である。
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＜事業者＞アンケート結果
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（1）地球温暖化対策の意識・取組状況

（2）再生可能エネルギー設備の導入状況・意向

設問 回答

環境対策の
位置づけ

・ほとんどの事業者が環境対策は重要と考えており、回答者の約7割が
地球温暖化対策を企業の社会的責任（CSR）の一環だと捉えていた。

取組体制や
目標設定

・地球温暖化対策を推進するための体制を整えている事業者は非常に少なく、
現状のCO2排出量を把握して削減目標を設定している事業者も少なかった。

設問 回答

導入状況 ・省エネ設備の導入は進んでいる一方で、再エネ設備の導入は進んでなく、
今後も導入する予定はないと考えている事業者が多かった。

導入にあたっ
ての課題

・多くの事業者が、再生可能エネルギー導入を進める上での課題として
「設備導入コスト」を挙げており、再生可能エネルギー導入を進めるために
「設備導入に関する支援（補助金、優遇税制等）」が必要だと考えていた。

期待すること ・再生可能エネルギーの導入により、「コストの削減」や「省エネ・CO2
削減」、「停電時の非常用電源の確保」を期待する意見が多かった。

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
アンケート結果の整理（簡易に）
整理のポイント
・市の課題は何か
・市民の満足、不満は何か
➡アンケートの結果で課題と資源を整理し、施策に繋げるイメージ

【南相馬市特有のアンケート結果】
・南相馬市がゼロカーボンシティ宣言をしたことについて、ほとんど認知されていない
・県や市による太陽光発電に係る補助金制度について、ほとんど認知されていない
・市民からは、地球温暖化対策の重視する方向性として、「廃棄物の排出削減、食品ロス削減、リサイクルへの取組」の意見が最も多かった
・市民も事業者も、「エネルギーコストの削減」や「温暖化対策への貢献」、「停電時の非常用電源の確保」といった面を再生可能エネルギーに期待しているようだが、
　費用面や手続き面の難しさから手が出ていないのが現状である。
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＜事業者＞アンケート結果
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（3）エネルギーの地産地消・地域活性化への意識

設問 回答

地産地消への
意志

・エネルギーを地産地消する仕組みができた場合の購入意志について、
「購入を検討しない」、「購入するか不明」と回答した事業者は全体の約7割
を占めた。

・上記理由として、「電力が安定供給されるか不明のため」、「情報不足で
購入するか判断できないため」といった回答が多かった。

再エネ導入による
地域参画

・再エネの導入による地域活性化に関する取組への参加について、「投資に
リスクを感じるため参加しない」、「利益が出る可能性があれば参加する」
と考える事業者が多かった。

（4）自由意見
項目 回答

行政支援
・地球温暖化対策や再生可能エネルギーの設備導入について、行政から「取組
に関する情報提供」や「設備導入時のバックアップ（資金面、手続き面）」
があると良いという要望があった。

合意形成 ・取組に関しては理解はあるものの、製造コストの上昇・事業継続（利益確
保）が可能な計画で進めて欲しいという意見があった。

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
アンケート結果の整理（簡易に）
整理のポイント
・市の課題は何か
・市民の満足、不満は何か
➡アンケートの結果で課題と資源を整理し、施策に繋げるイメージ

【南相馬市特有のアンケート結果】
・南相馬市がゼロカーボンシティ宣言をしたことについて、ほとんど認知されていない
・県や市による太陽光発電に係る補助金制度について、ほとんど認知されていない
・市民からは、地球温暖化対策の重視する方向性として、「廃棄物の排出削減、食品ロス削減、リサイクルへの取組」の意見が最も多かった
・市民も事業者も、「エネルギーコストの削減」や「温暖化対策への貢献」、「停電時の非常用電源の確保」といった面を再生可能エネルギーに期待しているようだが、
　費用面や手続き面の難しさから手が出ていないのが現状である。
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市の取組と計画の背景（上位計画、関連計画の概要：福島県）
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福島県地球温暖化対策推進計画

福島県再生可能エネルギー推進ビジョン2021

福島県地球温暖化推進計画の基本姿勢
県民総ぐるみの省エネルギー対策の徹底
再生可能エネルギー等の最大限の活用

二酸化炭素の吸収源対策の推進 気候変動への適応の推進

【基本目標】
県民総ぐるみの地球温暖化対策の推進による
福島県2050年カーボンニュートラルの実現

福島県総合計画



Copyright © Kokusai Kogyo Co., Ltd. All Rights Reserved. 6

南相馬市ゼロカーボンシティ宣言

市の取組と計画の背景（上位計画、関連計画の概要：南相馬市）

国や福島県が目標としている2050年脱炭素社会へ向けた取り組みを踏
まえ、市の特性を活かした地球温暖化対策を推進していくために、令和
4年4月4日、南相馬市ゼロカーボンシティ宣言を行った。

≪ゼロカーボンシティに向けた基本方針≫
１．再生可能エネルギーの推進
２．脱炭素に向けた取組の推進
３．省エネルギー社会の推進
４．循環型社会の推進
５．温室効果ガス吸収源の保全・育成の推進

南相馬市復興総合計画（後期基本計画）

第2次南相馬市環境基本計画
「第２次南相馬市環境基本計画」は、震災で大きな被害を受けた本市の
自然環境・生活環境を再生・創造し、南相馬市環境基本条例で定める３
つの基本理念を具現化するため、環境の保全に関する施策の総合的かつ
計画的な推進を図ることを目的としている。 ※第3次計画策定中

≪望ましい環境像≫
健全で恵み豊かな環境をみんなのちからで再生し

将来に引き継いでいくまち南相馬市

環境目標１：放射線対策の推進
環境目標２：豊かな自然の再生と創造
環境目標３：快適で環境にやさしい都市環境の創造
環境目標４：安全で安心な生活環境の保全
環境目標５：地球環境や地球温暖化を考え地域で行動する
環境目標６：自然環境とともに形成された文化の継承
環境目標７：みんなで環境を創りなおす
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年間ごみ排出量
・年間ごみ排出量は、平成29年度まで増加傾向
にあったが、現在は減少傾向に転じている。

・令和元年は、家庭ごみ排出量17,909ｔであり、
そのうち燃えるが14,164ｔと最も多い。・
事業系ごみ排出量は7,607ｔであり、そのう
ち燃えるゴミが96％を占める。

市の取組と計画の背景（南相馬市一般廃棄物処理基本計画）
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ごみ排出量の状況（平成27～令和元年）

1.人材育成と市民、事業者、市の連携推進
2.ごみの発生抑制・再使用・再生利用の促進
3.環境への負荷を抑えたごみ処理システムの構築
4.ごみゼロを見据えたごみ処理体制の構築

1人1日あたりごみ排出量
・令和元年度における1人1日あたりごみ排出量
は1,163g/人であり、ほぼ横ばいで推移して
いるが、全国平均と比較し上回っている。
これは震災の影響を受けているといわれる。

出典：南相馬市一般廃棄物処理基本計画
（令和3年6月改定）

1,176
1,134

1,172 1,165 1,163

課題（一部抜粋）

・生活水準の向上、
核家族化等により、
ごみ排出量が増加す
ると予測され、人口
1人あたりのごみ量
も増加することが予
測される。

・家庭系ごみの排出量
の減量化を図る必要
がある。

・震災以降、事業所が
増加傾向にあり、事
業系のごみの発生抑
制を図る必要がある。

・資源ごみの混入が多
く、適正に分別する
ことが必要である。

『みんなでつくる
循環型のまち 南相馬』

～廃棄から再利用・再資源化のまちづくり～
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市の取組と計画の背景（上位計画、関連計画の概要：南相馬市）
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南相馬市環境未来都市計画 南相馬市再生可能エネルギー推進ビジョン

３．その他（一次産業の再生）
○農地の復旧・整備を進め、農家の法人化を行い、大規模農業による農産物
生産を実施するとともに、植物工場・花卉工場等を整備し、生産品目の多様
化、通年生産を実施する。なお、植物工場の必要エネルギーについては、再
生可能エネルギーにより電力供給を行っていくことを目指す。
○独自の販売ルートを確保することによる中間コストの圧縮や、生産物の加
工・製品化により、利益率の向上を目指す。
○農産物の生産管理だけでなく、流通・加工分野での取組みや植物工場にお
ける生産を行うため、販売、施設管理、衛生管理など多様な人材が必要とな
る。このため、計画的に人材の確保・育成を行っていく。

２．超高齢化対応（地域の介護･福祉）
○防災集団移転に伴い、「ゆるやかな共同体」を形成
する集落の整備を行う。世代を超えた交流がごく自然
に促進される住環境整備（ハード面だけではなく、仕
組みづくりに関しても）を行い、そこに住む人々が、
自分らしい価値と健康を維持しながら、自立した在宅
生活をできるだけ長く続けられるようにする。

１．環境（低炭素・省エネルギー）
○津波浸水被災地を中心に地理的用途を精査した
上で、大規模な太陽光発電、風力発電、バイオマ
ス発電による発電施設を設置・運用する。また、
放射線や電力関連研究施設の誘致・建設を行う。
○技術革新や新たなIT 技術発展を基に、電力配給
システムの整備を行い再生可能エネルギーから生
み出された電力の供給割合を地域内で高めていく。
○環境教育の充実を図り、各家庭や事業所を含め
市全体として省エネに積極的に取り組む。

≪環境未来都市としての目標≫
◆原子力発電に依存しない持続可能で環境負荷の少ないエネル
ギー確保の手段を確立すること
◆地域コミュニティの再生を中心として、誰もが元気に暮らすこ
とができること
◆地域の基幹産業が継続的に発展していくこと
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※参考【太陽光発電設備の導入実態と排出量予測】
太陽電池モジュールの排出見込量
 過去の太陽光発電設備の導入実績を用途別（住宅用・非住宅用）に集計し、将来の排出見込量は、寿命到来による排出（20, 25, 

30年）と、修理を含む交換に伴う排出（毎年の国内出荷量の0.3%）とみなし、過去の導入実績データと導入量の将来予測データ
を併せて、推計を行った。

 寿命25年の排出見込量は、2020年約3千トン、2030年約3万トン、2039年約80万トンとなる。
 太陽電池モジュールを仮に全て埋め立てたと想定した場合の埋立量が産業廃棄物の最終処分量に占める割合は、2020年では

0.02%であるが、2039年では6%に増加し、比率の増大が見込まれる。

図 太陽電池モジュール排出見込量（寿命25年） 図 太陽電池モジュール排出見込量（寿命20、25、30年）

表 排出太陽電池モジュールを仮に全量埋め立てたと仮定した場合の平成24年度の
産業廃棄物の最終処分量に占める太陽電池モジュールの割合
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2020 2025 2030 2035 2039
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平成24年度の最終処分量に占める割合（%） 0.02 0.07 0.2 0.5 6

先進事例（太陽光パネルのリサイクル）
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【概要】
・「ふくしま環境・リサイクル関連産業研究会」におけるワーキンググループ（WG）の
ひとつとして発足

・NEDOの太陽光発リサイクル技術開発プロジェクトの情報を参考にしながら、
技術⾯だけではなく収集⽅法・コストを課題として、リユースを含めたリサイクル全体の
スキームを検討

【方向性】
・将来（2040年）、大量の太陽光パネル排出を待たずに、排出者の利便性を高めながら、
組合形式（事業のワンストップ化） を立ち上げ、福島県から発信できるリユース・
リサイクルの “ふくしまモデル”を目指す

・オンサイトで判定判別の実証実験を行い、多種多様なＰＶリ ユース・リサイクル品を
１箇所に集めた“ワンストップ化”（産業集積）を図る

先進事例（太陽光パネルのリサイクル）
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≪福島イノベーション・コースト構想≫

≪ふくしま環境・リサイクル関連産業研究会≫

►イノベーション・コースト構想におけるプロジェクトのひとつとして提案（ 2015年8月設立）
►令和3年7月1日現在、会員数184企業・団体が所属
※４つの事業テーマ毎にＷＧを設置し、関連企業による協業の可能性について検討。

＜設置ワーキンググループ＞ ※H28.8現在
①⼩型家電リサイクルの事業化WG ⇒福島県広域収集モデルを検討
②太陽光パネルリサイクル事業化WG ⇒リサイクルシステムの在り⽅を検討
③⽯炭灰リサイクル事業化WG ⇒販路開拓・研究開発等を検討
④浜通りにおける廃棄物処理システム構築WG ⇒廃棄物処理システムの在り⽅を検討

福島県における取組【太陽光パネルリサイクル事業化WG】
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先進事例（太陽光パネルのリサイクル）
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【事業主体】
株式会社高良 本部エコプラザ

【事業概要】
南相馬市原町区深野の本部エコプラザにおいて

太陽光パネルの破砕・選別処理（産業廃棄物中間
処理施設）の運用を開始。

【事業認可】
令和 3 年 7 月 8 日付けで福島県より産業廃棄物

処分業の事業範囲変更について許可

【事業内容】
・太陽光パネルの破砕・選別施設は令和 2 年 11 月

20 日に産業廃棄物指定処理施設設置許可を受け、
太陽光パネルを 100％リサイクルする施設として
運用。

・自然災害等による被災太陽光発電所の対応をワン
ストップで実施できるサービス体制を、関係企業
と協同で構築。

南相馬市事業者における取組【太陽光パネルリサイクル施設の運用】
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先進事例（太陽光パネルのリサイクル）
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【太陽光パネルリサイクルに係る実証事業（東北電力）】
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施策のロードマップ（福島県）
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福島県では、当面、照明のLED化、次世代自動車の導入普及率UP、省エネ家電の普及等に取
り組み、 2030年まで5,589千t・ Co2 /年（ 2013年比 70％）、2050年で1,300千t・Co2/年
（ 2013年比93％）の排出削減を目指している。



情報をつなげる力で、
人・社会・地球の未来をデザインする
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